国際関係論（大江博）

文責：髙木（文Ⅰ・Ⅱ12組）
試験について

試験範囲：

教科書の２・３・４・６（安保理のみ）・８（人間の安全保障、気候変動のみ）章＋教科書外

p205に「オーストラリアが議定書に入っていない」とありますが、去年の12月批准したので注意！！

試験形式：

全て正誤問題で34問　　1問3点×34＝102点満点

○→3点　　×→どこが間違っているか指摘で１点・訂正できて3点　　だと思われます。（多分）

○は数問しかありません。が、点数調整はしないそうなので勉強すれば優がきます☆

変に細かいところは聞かない、と仰っていました。どこまでが細かいんでしょうかね。
シケプリについて

教科書の内容および授業中でのみ扱った内容の両方をまとめてあります。授業の進行に沿っているので教科書の順番通りではありません。
時間的に余裕がないであろうことを考えて、

赤→大江さんが強調したところ

青→大事そうなところ

小文字→サッと読む程度でいいところ・もしくは正誤にはならないであろうところ

という風に分けてみました。本当に時間がなくて焦っている人は利用してみてください。ただ、青字・小文字はあくまで私の独断によるものなので、ムラなく読んでくださいねー。

あと大江さんが「ここは細かく出しません」と仰っていたところにはそのように書き添えてあります。が、100％そうなのか分からないので一応細かく書きました。各人の判断にお任せします。

第４章　武力行使の法的評価

武力行使について法的評価を行う意味

　　　　　ユニラテラリズム（一国主義）が先鋭化するアメリカの意識を国連や国際法に向けさせる

　　　※国連憲章第39～51条は第７章です。去年正誤で出ていたので一応言及。

■戦争の違法化

　　17ｃ～　正戦論

　　　　　　　　「正しい戦争」と「邪悪な戦争」があり、後者のみ禁止

　　　　　　　　→行き詰る（客観的に戦争の正邪を判断するものがいない、自国の戦争の正当化）

　　18～19ｃ　無差別戦争観

　　　　　　　　戦争の合法性の問題は脇に置くが、戦争のルールは整備

　　　　　　　　戦争における一定の秩序を追求

　　20ｃ～　戦争の違法化への動き

　　　　　　　　国際連盟

　　　　　　　　不戦条約（1928）

・・・戦争一般は禁止されたが、戦争の定義が曖昧→「事変」「動乱」など開戦宣言を伴わないものは「戦争」にあたらないとの解釈を許す

↓

国連憲章・・・「武力の行使」は一般的に禁止

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、①個別的および集団的自衛権の行使

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②集団安全保障の下での武力の行使

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　については違法性が阻却される

■自衛権

自衛権：「国家または国民に対する外部からの急迫不正の侵害に対し、これを排除するのに他に適当な手段が無い場合、当該国家が必要最小限の実力を行使する権利」
　　

・自衛権発動の三要件
①国家または国民に対する外部からの急迫不正の侵害があること

②これを排除するために、他に適当な手段がないこと

③行使される実力は必要最小限のものであること

・個別的/集団的自衛権

個別的：「自国に対する武力攻撃を実力をもって阻止する権利」（＝やられたらやり返す）

集団的：「自国と密接な関係にある外国に対する武力攻撃を、自国が直接攻撃されていないにもかかわらず、実力をもって阻止する権利」

↓

個別的自衛権だけでは弱者が勝てず現状が改善されないため。しかし、

「密接な関係」にある国の定義なし（条約締結や明示の要請が必ずあるとは限らない）

⇒乱用の危険性

　　　

・自衛権の発動

　　　　　「武力攻撃が発生した場合」＝「武力攻撃を受け、被害が生じてから」とは限らない

日本政府：「わが国に対する武力攻撃に着手した場合」には自衛権が行使できる

→米で議論された「先制攻撃」とは別の問題

（武力攻撃が発生する前に自衛権を根拠に武力行使が認められる場合があるか）

日本政府：「国連憲章においても・・・予防戦争は排除されている」

※集団的自衛権の行使は、日本国憲法第９条により禁止。また、９条で認められる個別的自衛権は国際法上で認められているより狭い。

■集団安全保障
　　　集団安全保障：ルールを破った国に対し全部の国で報復

・手続きの違い

自衛権→安保理のお墨付き不要、行使した事実を報告すればよい（憲章第51条）

集団安全保障→安保理の武力行使容認決議を事前に得る必要がある

　　　　　

※自衛権は乱用の危険性

→安保理は自衛権の正当性のチェックが必要→ネガティブ・チェック

　　　　　（自衛権を行使した国による説明→正当かは確信をもてなくても乱用かどうかは判断可）

・集団安全保障の手続き
　平和に対する脅威、平和の破壊または侵略行為の「認定」を行う（憲章第39条）

↓

　　　　　経済制裁（41条）

↓（理想・・・「正規の国連軍」による武力行使（42、43条））　※今まで設置されたことなし
　　　　　「次善の解決法」　　・・・安保理による39条・武力行使容認の認定→多国籍軍を組織

■最近の武力行使の具体例

Ⅰ湾岸戦争・・・集団安全保障
Ⅱアフガニスタン攻撃・・・自衛権
Ⅲイラク攻撃・・・日米は集団安全保障としている

Ⅰ湾岸戦争

1990年　イラクのクウェート侵攻
安保理決議660　　第一のお墨付き　　・・・憲章39条に基づく「認定」

決議661　　経済制裁

→事態好転せず

決議678　　第二のお墨付き　　・・・「武力行使容認決議」（貴重!!）

決議687　　「停戦決議」
　　　　　　　　　　イラクに種々の条件を突きつけ、イラクがこれを無条件に受け入れれば停戦

↑ＵＮＳＣＯＭの査察による「大量破壊兵器が廃棄された」との証明

　ところが・・・

1995年　イラクの大量破壊兵器の保持、核開発の進行が判明

　　　　　　　　→妨害行為をとるように

1998年

決議1154　　「警告決議」　（※1）

→一時イラクもＵＮＳＣＯＭの査察に協力

→再び非協力的に

決議1205　　「イラクの義務違反は安保理決議687および他の関連決議の重大な違反」

→決議687による停戦の前提条件が崩壊したとの「認識」
→決議678の有効性復活

多国籍軍による武力行使

決議678を合法性の根拠として引用　（※2）

（※1）警告に用いる文言についてもめた。

米→武力行使の可能性を強く警告したい

中・露・仏→武力行使をあまりに強く暗示したくない

↓

同床異夢（両当事者が違う読み込みをすること）の解決

（紛争当事国は安保理決議の採択を注視しているため、決議をまとめたかった）

“severest consequences”と表現

①最上級②very、二つの解釈が可能→双方の立場維持

（※2）中・露は反対

「湾岸戦争から七年も経って決議678を引用することは、時間的な距離がありすぎる」

→決議1154、1205は「時間の距離」を埋める役割を一部果たした

Ⅱアフガニスタン攻撃

1998年　米、スーダンとアフガニスタンへ攻撃（テロ集団に関係しそうなところ）

　　　　　　　↑米国大使館爆破テロに対して。自衛権が根拠

この後、国際社会はオサマ・ビンラディン、彼の所属するアルカイダ、同組織を容認するタリバンにさまざまな働きかけを行い、タリバンのビンラディン引渡しを要求、実現まで経済制裁を行う。
2001年　９．１１同時多発テロ　

→米国などが自衛権を根拠にアフガニスタンへ武力行使

・自衛権の行使として説明できるかの検討

・・・テロ行為の主体が国家ではなくテロリスト　

・自衛権発動の対象は、法的に必ずしも国家でなくてもよい（自衛権発動の三要件①）

・彼らへの攻撃が第三国の領域主権を侵すこととの関係

オサマ・ビンラディンが日本に潜入した場合

　　→正当化されないのは自明

　　　　　米国は日本政府に協力を求める（＝他の手段がある）

アフガニスタンのタリバン政権はアルカイダを保護し続けた（＝他に手段がない。三用件②）

↓

９．１１は自衛権が国際社会から認められた！（ＮＡＴＯ、安保理（＝中、露も））

　　　→要件①②について

　　　

・要件③についての検討（日本）　　＜教科書外＞
・・・アフガニスタンへの自衛権の行使はいつまで正当化できる？（どこまでが必要最低限？）

　民主党「2001年にカルザイ政権が発足した時点で米国の自衛権は消えている」

　政府「カルザイ政権が成立した時点で、今は自衛権が正当か論じる必要はない」

↓

その後の多国籍軍は、カルザイ政権の要請に基づく治安維持活動を行っているが、自衛権はカルザイ政権が成立した時点で終了したとは言っていない
↓

なぜこんな曖昧な状態にするのか？

→万が一要請を超えた武力行使を行ったとき、自衛権を根拠に正当化するため

※９．１１に他国民が巻き込まれていても、その国が個別的自衛権を発動するのは違法

　　（あくまでアメリカに対する攻撃とみなされる）

Ⅲイラク攻撃

　　→米国は先制自衛権を根拠にしようとした

「武力攻撃が発生した場合個別的自衛権を発動できる」

斜体部の解釈は・・・

　　日本：必ずしも被害が出てなくても、ミサイルがわが国にむけて発射準備に入った場合

　　アメリカ：現に脅威がある場合

2002年　反対を受け、この考えを断念

　→1998年の攻撃と同じ法論理を用いた（決議660、678）

　⇔多くの国が違法の立場をとる

↑98年のように正当な手続きがとられていない！

　　　　　決議1441　「更なる違反があれば、深刻な結果（serious consequences）に直面」

（決議1154：severest）　↑露・中・仏が武力行使の根拠にされたくないと考えた。

　      　2003年

　　　　　　　　決議1441による安保理召集→「武力行使は時期尚早」

（中・露の反対の根拠が98年とは違う）

　　↓

　　98年の決議1205に相当する決議がないまま、米・英による武力行使

　※決議678を武力行使の根拠として正当化できるかは、イラクから大量破壊兵器が出たかではなく、ＵＮＳＣＯＭの査察ができず停戦状態が損なわれるほどの状態かによる。

　※米国は安保理に報告をしていない。

■旧ユーゴへの過少介入

　　旧ユーゴの崩壊過程で多くの戦闘

　　1992年　決議758　（平和維持軍として国連保護軍を派遣）　

※権限が人道支援物資の配給の安全確保に限定

→大量虐殺を防げず（「民族浄化」）

→1995年　ＮＡＴＯ空爆、米国の仲介で和平達成

　　　↑法的根拠・・・決議836（空軍力の使用を容認）

しかし、

　　　武力行使の権限が決議770で認められたとき（1992）、武力を行使した国はなかった。
■コソボ紛争
・人道的介入

1998年　コソボ紛争に関する安保理決議→「平和と安全に対する脅威を構成」と言明
1999年　ＮＡＴＯ、新ユーゴへ空爆開始

　　　　　　　　　第二のお墨付き（武力行使容認決議）がなかった。←中・露の反対（※3）

　　　　　　　　　↓

　　人道的介入と解釈しうるか否かの議論に（※4）

　　　　　乱用の危険性大

（人道的介入という名のもと武力行使が正当化されてしまう。）

例：ナチスのズデーテン地方併合

また、ベトナムが人道的介入をカンボジア侵攻の根拠に出来たかもしれない。

　　日本の対応

「理解」という表現にとどめる（「支持」はしない）
　　「支持」しなかったのは国際法上の合法性の問題ゆえ

　　「理解」したのはミロシェビッチ（新ユーゴ大統領）に間違ったメッセージを送らないため

　　　　ＮＡＴＯへは資金援助ゼロ
　　　　ＮＡＴＯの正当性にかかわらず、難民と周辺国への支援は実施
（※3）中・露は武力行使容認決議について消極的

　　　　　最近の紛争の殆どは国内での紛争

　　　　　→中国は台湾・チベット問題、ロシアはチェチェン問題に波及するのを恐れている

（※4）人権侵害を理由に武力が行使されたことは問題ではない。

　　　　　国連憲章上「民族浄化、ジェノサイドなどの極度の人権侵害」に対する介入は認められていない、というのは誤解。
（「平和に対する脅威、平和の破壊」の定義は曖昧）

・ロシアによる決議案提出

　空爆開始当日、ロシアが空爆を違法とする決議案提出　（通るわけがない）

　　　ロシアの思惑「安保理の理事国の過半数が賛成し、ＮＡＴＯ諸国の拒否権により否決されれば、国際社会がＮＡＴＯの武力行使に批判的ということになり、政治的に意味がある。」

→実際は12対3で否決

（確かに合法性に疑問はあるが、ミロシェビッチに塩を送るわけにはいかないから。）

第３章（中国脅威論）の前に・・・＜教科書外＞

■日本の戦後処理

・基本：1951サンフランシスコ平和条約

　　　　　46カ国締結　　

日本と法的に戦争状態（日本に宣戦布告したが交戦していない）にあった国も含む

中・韓・露・印は含まれない
第14条・・・賠償請求権を行使できるのは交戦状態にあった国（８カ国）のみ
　　　　　　賠償協定を結んだのはフィリピン・ベトナムだけ
他の国が結ばなかった理由

　　　　　　　　先進国：1950朝鮮戦争

　　　　　　　　　　　　　→日本から力をそがず、対共産圏の防波堤に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

サンフランシスコ平和条約は日本に対して寛容
　　　金銭賠償は認められず、役務（＝サービス）賠償のみ

　　　米英は権利放棄

　　　　　　　　途上国：寛容すぎて不十分

第２条・・・分離地域について

　　　　　　　　　　　朝鮮：これらの地域を放棄したあと独立

　　　　　　　　　　　台湾・千島：これらの地域を放棄（その後の領有権の規定はなし）
・補足：①インドネシア・ミャンマーは署名したが批准せず（46カ国に入っていない）

　　　　　　　→その後別途2国間で賠償協定を結ぶ

　　　　　②賠償協定の補完として、

　　　　　　　日本は経済協力で実質的な戦後処理を行う　（賠償協定の有無にかかわらず）
　　　　　③分離地域は法的に賠償請求権が成立しない

　　　　　　　→賠償請求権は戦勝国と戦敗国の間に適応される概念

　　　　　　　→分離地域はＷＷⅡまで日本の領土だった

■日中関係（歴史）
1949年　中華人民共和国成立　　⇔中華民国

1951年　サンフランシスコ平和条約

　　　　　　 →中国は締結せず

↑どちらが中国代表として参加するかが問題となり、不参加に

→日本が別途戦後処理する相手はどちらか？（イギリスは前者）

1951年　日華平和条約　　⇒中国との間の法的な平和処理（×日中共同声明）
　　　　　　↑米の圧力

「前者と結んだらサンフランシスコ平和条約は批准しない」（＝主権回復できない）

　　　　　　　

　　　　　　　中国と日本の間で賠償請求権成立

　　　　　　　　　　日本が放棄したのは“台湾”という島。中華民国は“台湾”に移ってきた中国

　　　　　　　→中華民国は権利放棄（正当政府として認めさせるため）

　　

60年代　中ソ対立

70年代　米中接近

　　米は米ソ対立→「敵の敵は味方」

1972年　日中共同声明　　・・・前者との外交関係を結ぶ

　　　　　　　　法的に国際約束ではない（条約ではなく政治文書）

　　　　　　　　中国との戦後処理をしたものではない

　　　　　　→ではなんなのか？

　　　　　　→法的意味：政府承認の変更

■日中共同声明（頭にいれること）

・１項　　「日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は、この共同声明が発出される日に終了する。」

「不正常な状態」・・・同床異夢

　　　　　中国：法的な戦後処理はこの条約で終了（日華平和条約は認めない）

　　　　　日本としては、過去（日華平和条約）を書き換えることはできない

・２項　　「日本国政府は、中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。」

・３項　　「中華人民共和国政府は、台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを重ねて表明する。日本国政府は、この中華人民共和国政府の立場を十分理解し、尊重し、ポツダム宣言第8項に基づく立場を堅持する。」

　　　　日本

　　　　　法的立場・・・「サンフランシスコ平和条約第２条で規定していない以上、日本としてもその立場を表明しない」

　　　　　　政治的背景・・・

　　　　　　　　台湾の独立を、中国は武力を行使してでもとめる

　　　　　　　　米国は中国が武力を行使すれば武力介入を辞さない

　　　　　　　　日本は憲法９条から武力介入できないが、在日米軍基地は使用可

　　　　　　　　→これに対し中国が内政干渉だと主張するおそれがある

（実際は正しくない。コソボのように一国内の事件が世界の脅威となることもある）

・５項　　「中華人民共和国政府は、日中両国民の友好のために、日本国に対する戦争賠償の請求を放棄することを宣言する。」

日華平和条約ですでに放棄されているが、中国が日華平和条約を認めず、また日本としても別に法的に意味がないので。

　　　　　　　⇔政治的には大きな意味がある！

　　　　　　　　　　→中国が賠償請求をしないことが確定された

　　　　　　　　　　　（５項がなかったら「日華は認めないから・・・」と請求される可能性が残る）
※ただし、「タダより高いものはない」

戦後処理としての協定では期限がある。

中国とは賠償請求と経済協力がリンクせず、どこで戦後処理でなくなるのかが不明瞭

→日本にとって心理的プレッシャー

※経済協力に対する規定なし

　　　ＯＤＡ

1979年～　　　（78年　日中平和友好条約）

対中円借款　　→3兆円以上（国内の風当たりは強い）

2005年　　「北京オリンピックまでに円借款の新規供用は円満終了」

　　　

※ＯＤＡの卒業レベル

　　　　　　無償資金協力　一人当たりＧＤＰ1000ドル

　　　　　　円借款　　　　　　　　　　　　　　　　3000～5000

（中国は人口を考えると卒業レベルに至っていない）

■靖国問題（外交の観点から）

首相→50年代に初めて参拝（吉田茂、1951年）

その後もほぼ毎年全ての首相が参拝

　　→中・韓は反発していない（問題になっていない）

1975年　首相の靖国参拝が話題に

　　　　　　　　三木首相「公的参拝ではなく私的参拝」

　　　　　　　　　→この区別がとくにマスコミの間で問題に

1978年　政府統一見解「今までの参拝は全て私的」

1979年　Ａ級戦犯の合祀が対外的に明らかに

1985年　中曽根首相「公的参拝」

→中・韓が初めて反対を表明
→以後参拝せず

※中国は79年から対中円借款がはじまったため、日本との対立は避けたい→79～85年の間は騒がなかった

1996年　橋本首相「私的参拝は出来るようにしたい」

　　　　　　　　→自分の誕生日に参拝

　　　　　　　　→中・韓の反発

→以後参拝せず

2001年　小泉首相→毎年参拝を続ける

　　　　　　　　公約にした　「自分が総理になったら毎年8月15日に参拝する」

　　　　　　　　自分の信条かは疑問

　　　　　　　　「反発したからといって参拝をやめるのはよくない」

2005年　大騒ぎに

　　　　　　　　↑安保理改革をＧ４（日、独、印、ブラジル）が提出

　　　　　　　　　　→中国が反対「過去の歴史に反省のない国に常任理事国に入る資格はない」

※いつも同じ反発があるわけではない。

　　　　　　　　　　　　韓国：2003年　盧武鉉「自分の任期中は過去の問題は取り上げない」

　　　　　　　　　　　　　　　 2005年　中国に便乗し、竹島問題を理由に騒いだ。

「中国が反発したら参拝をやめる」は望ましくない

　→小泉首相は、

　　　　　反発があっても参拝を続けたことはプラス（⇔三木・中曽根首相）

　　　　　2005年に参拝した事は、安保理改革を進める側からはマイナス

エスカレートしてサンフランシスコ平和条約・東京裁判まで議論が飛び火すると、日中だけでなく日米関係でも問題がおきかねない。

第３章　中国脅威論をどう捉えるか

■経済面

・ＯＤＡ

国民一人当たりのＧＤＰが２６００ドル程度なのになぜ円借款を中止するのか？

　　　　①上海と地方のレベルに差

→中国全体の経済レベルの判断が難しい

　　　　②アフリカなどへの援助急増

　　　　　　　　→日本からの借款がこのために使われているのでは？

・途上国への援助政策の問題点

①自らの政治的影響力の増加をねらう（⇔先進国）

　　　→国会議事堂など目立つところへの援助に偏る

②先進国の経済協力ガイドラインにしばられていない

　　　→・問題ある行動をとっていると国連で認定された国にも援助

・「コンディショナリティー」（条件。援助金の使われ方の透明性の確保など）がない
　　　　　　　　　　　→一部の人間にわたる恐れ

　　　　　　　　　　　→援助として正しくない

　　　　※現に、安保理改革否認のためにアフリカへ根回しがなされた。

　　・中国の実態

　　　　外資企業シェア・・・工業生産→３割、輸出業→６割

　　　　現段階ではそれほど大きな脅威になっていない

　　　　将来

シナリオ　①国内市場の拡大→「脅威」ではなく「機会」に

　　　　　　　　　　　②中国が技術力を高めることで外資企業の劣勢、外資規制が起こる

　　　　　※②は中国に特有ではない（ＡＳＥＡＮなど）

　　　タイと中国の比較

　　　　　タイ：日本などの外資系とのジョイント・ベンチャーが質の高い製品を作れる

　　　　　　　　→自国ブランドを諦め、外資導入で繁栄

　　　　　　　　→日本は共存共栄できる

　　　　　中国：いずれ自前でやりたい。その潜在能力もある

■安全保障面

・国防費の増加

　　　　　①人件費・・・懸念する必要なし

　　　　　②装備費・・・

　　　　　　　90年代～　最新型装備導入　←台湾に対抗している

　　　　　　　現在はロシアから購入（ロシアも最先端のものは売らない）

　　　　　　　自主開発の成功もしくはアメリカからの購入、となれば脅威になりうる

　・透明性の欠如

　　　　　軍の商業行動

　　　　　→核拡散の問題に関与

　　　　　　　　　パキスタンに技術を流したと言われている

　　　　　　　　　→テロリストに各技術がわたる恐れ　⇒最大の脅威

◎一番の脅威は、中国が

国際的な責任を果たさない国になり、中国発で核兵器拡散や環境問題が起こること

WTOなどの国際的な枠組みに背を向けること

　　　　　→「関与政策」　　国際的な枠組みにコミットさせる
第８章p199～　温暖化・気候変動問題
温暖化とは、

温室効果ガスの大気中の濃度が高くなる（大気中の吸収量＜排出量）こと

温室効果ガスの濃度を一定に保つには、現在の放出を半減させる必要がある

　　　→安倍首相、「美しい星50」

「世界全体の排出量を現状に比して２０５０年までに半減する」
温暖化に対処するために取り組むべき問題は、

　　　・「適応」・・・悪影響にどう対処するか

　　　・「緩和」・・・温室効果ガスの削減

■京都議定書の問題点

1992年　気候変動枠組条約

　　　　　　　　「大気中の温室効果ガスの濃度の安定」が究極目標

　　　　　　　　が、各国の行動について規定なし

1997年　京都議定書

　　　　　　　各国に削減義務を課す

・規定のポイント

附属書Ⅰ国（≒先進国）（※5）・・・温室効果ガスの削減義務を負う

　　　→1990年の排出量を基準として、2008～2012年までの5年間の排出量平均を

　　　　　　日本　－６％、　米国　－７％、　ＥＵ －８％、　ロシア　０％、　豪：＋８％　　etc...

非附属書Ⅰ国・・・削減義務課されず

　　　↑中国・インドは京都議定書に入っている！

　　　　（途上国は入っているが、削減義務を負っていない。）
　　

（※5）附属書Ⅰ国は、1992年時のＯＥＣＤ加盟国＋経済移行国（旧ソ連、東欧諸国）を指す。

・問題点①削減幅の配分の公平性

基準年の1990年は特別な時期

冷戦終了

ロシア・東欧諸国・・・経済崩壊　→ＣＯ2排出量３～４割低下⇒余剰枠の発生

東西ドイツ・・・旧東独地域における経済崩壊　→ＣＯ2排出量低下

　　英・独

　　　　石炭から天然ガスへの大幅な燃料転換を図っていた

　　　　→京都議定書の有無にかかわらずＣＯ2排出の大幅な低下が予定されていた

　　ＥＵ

　　　　域内の国別配分問われず→緩やかな削減義務が認められる国も　・・・「ＥＵバブル」

　　　　削減の殆どは英・独による

　　　日本

　　　　石油ショック以来エネルギー消費の効率化促進

　　　　→1973～2003年の間にエネルギー効率を37％改善

　　　　しかし、これらの努力の大半は1990年以前（もうキツい！）

　京都議定書は、ダイエットをしてきた人にもこれから始める人にも大差ない体重減少の目標を課したようなもの。負担感から考えて公平であろうか？

→米・豪は批准せず（世界の20％は米）

　　※豪は去年12月に批准（達成可と見込んだ）

　　　 カナダは去年目標の期限内達成を断念
※実際の削減以外の手段

　　①森林吸収分のカウント

　　②排出量取引　　（広義では温室効果ガス排出量の国家間売買の仕組み）

京都議定書上での取引の様態→「京都メカニズム」　

・クリーン開発メカニズム（先進国と途上国共同の排出削減事業→先進国が自国の目標達成に充当）

・共同実施（先進国同士が共同で排出削減事業→投資国が自国の目標達成に充当）

・排出量取引（先進国間で排出量を売買）

・問題点②途上国の排出義務がない

　　途上国側の伝統的な議論

　　　　→温暖化は産業革命以降温室効果ガスを排出してきた先進国に責任がある。途上国の経済発展を犠牲にすることは認められない。

　　たしかに・・・

　　　　アフリカ53カ国→世界全体の排出量の３％（半分以上は南ア・エジプト・ナイジェリア）

　　　　⇔アフリカ諸国や小島嶼国が温暖化の被害を一番受ける

　　→伝統的な議論ももっともである。

問題は中国・インド（とくに中国）　　　⇒排出量が急増

　　　　　　中国→世界全体の19.1％（2005年）　数年以内に米を抜くと予想されている

　　　　　　インド→日本と同程度。排出量だけでなく人口も増加

　→先進国の努力だけでは世界全体の排出量を減らすことは不可能

　　　　議定書が削減義務を課している国では世界の排出量全体の30％しかカバーしていない

・問題点③附属書Ⅰ国の固定＜教科書外＞
　　例：韓国　

　　　　　1999年ＯＥＣＤ加盟→附属書Ⅰ国ではない　　←（※５）参照

　　　　　⇔排出量は日本と同レベル

国連事務総長に潘基文　（気候変動が重要と言っているのに。）

■長期目標の設定＜教科書外＞
・先進国が排出量をゼロにしたとしても、途上国が現状維持でないと半分にはならない。

　途上国の現状維持は難しいという議論があるが・・・

　これは、「分かっていない！」

短・中期の目標はボトムアップ（ダボス会議の項を参照）でなければならないが、長期の目標はトップダウンでいい。2050年までに現在の省エネ技術をあまねく広めても半減は無理だが、将来の技術に期待して、野心的な数字を掲げる事は目標設定という点で意味がある。→技術開発の支援が重要
・長期目標を作ること自体に途上国は賛成していない。とくに中国が反発しているが、中国が参加しないと解決しない上、中国の国益にもかかわってくる。これは途上国議論のトレードオフの前提（ＣＯ2の排出量減を追及すると経済発展が犠牲になる）が崩壊しているためである。

ＣＯ2削減義務は中国の経済の制約要因になると言ってきたが、エネルギー価格が上昇しているため、省エネをせずエネルギー効率が悪いままだと競争力がおち、かえって経済の制約となる。

中国は石炭依存度を下げられないので、効率の悪い小規模石炭プラントを破壊するなど努力しているが、国際的コミットについては回答がない。中国をコミットさせなければ米国も国際的な取り組み参加しない恐れがあるため、中国の自発的なコミットを待つだけでなく他国からの圧力により中国をコミットさせる必要もある。

・４月　アメリカ「2025年までに排出量をピークアウトにする」　とあるが・・・

先進国がこれでは途上国に削減義務を課すことができない。また、2025年にピークアウトにして、2050年までに全体での半減が可能なのかも疑問である。

⇔もうすぐ米政権が変わるから各国ともそれほど悲観視はしていない。

■温暖化における日本のイニシアチブ＜教科書外＞
ポスト京都ではアメリカ、中・印など排出量が多い途上国、韓国をコミットさせたい

日本は中国・米国と太いパイプを持つ

・美しい星50

批判　　①日本が何をするのか述べていない

②責任逃れが出来る将来のことを言っている（近い将来の話をすべき）

→これは的外れ。

　　先進国（附属書Ⅰ国＋米）が排出量をゼロにしても途上国の排出量が増えるため半減は出来ない。先進国の問題とはいえ先進国だけでは解決できないのである。

「美しい星50」は最終的な目標を示し、途上国と先進国の役割分担を考えるステップになる。

・福田ビジョン

　　日本→2050年までに現状から60～80％削減

・日本が次の枠組みについて具体的なアプローチをしていない理由

　　最終的に達成したい事は日本もＥＵも同じであるが、アプローチが違う。

ＥＵ：先進国が自ら野心的な目標を設定しまず取り組む。そうすれば途上国もついてくる

日本：途上国の伝統的議論があるからと言って先進国だけが努力しても、彼らの議論を補強するだけで、参加にはつながらない

        →途上国を巻き込む努力と枠組みを設定する努力は同時に進行するべき

◎数値などを固定することで敷居が高くなり、米・中ほか途上国の参加を妨げかねない。

例：基準年の問題（ＥＵ：1990年　　日本：現状）

中国・米は最近排出量が激増→1990年比固定では参加しない

■ポスト京都＜教科書外＞
・ハイリゲンダムでのＧ８首脳会合（2007年6月）

世界全体の排出量を現状に比して（×1990年比）2050年までに半減することを目標に
・バリ会合（2007年12月）
各国政府が、コペンハーゲンにおける2009年末の国連サミットまでに、気候変動に関する世界的な協定を作り上げることに合意
→ポスト京都について議論の枠組みが立ち上がる

　　コペンハーゲンでのサミットまでにポスト京都の結論を出す

・ダボス会議（2008年１月）

福田首相が新しいイニシアチブを発表

ポスト京都でも国別総量目標（ＣＡＰ）を受け入れる。但し、

①セクター別のボトムアップアプローチ（＝積み上げ方式）で総量目標を設定

　　　・・・セクターごとの削減ポテンシャルを計算し、積み上げ、それによって目標を設定

　　　⇔トップダウンアプローチ・・・まず数字目標を決める。（京都議定書）

②基準年の見直し
・ダボス会議その２＜問題が作れるのかどうか・・・。＞

・ＣＡＰの受け入れ→ＥＵ・途上国にとっては当然。アメリカは肯定していない。日本は去年まで立場を明確にせず

次の枠組みでＣＡＰ＆ＴＲＡＤＥ（排出量取引）を廃止する事は現実的ではない。

→ほか基準が追加されてもこれが残るのは所与のこと

→経産省「すぐに受け入れを表明するのは懸命じゃない」⇔外務省「すぐに表明すべきだ」

外務省「１月には言うべき」

１.いままで日本が言ってこなかったのは中・印などを議論のテーブルにつかせるため。バリの会合で中・印もテーブルについたため、状況は変わった。

2.日本がイニシアチブをとるために次の一手が必要（ＥＵが積極的なため）

◎3.ＣＡＰ＆ＴＲＡＤＥを受け入れる事だけでなく、客観的に負担が公平となる仕組み（セクター別アプローチ）がいることを主張したい→早く数値の決め方について議論すべき

ブッシュ大統領とでは話し合いが進まないからといって、来年すぐ新政権と会議することはできない。

→新政権を待っていては１年間が無駄になる恐れ（＝１年間大統領を巻き込んだ議論が行われない）

役人同士で技術的な話は進められる。

・セクター別アプローチに対する懸念

　①一部の途上国

　　　　ダボス会議での文言「主要排出国とともに・・・」

　　　　→中・印が、京都議定書で義務を負っていない国も参加するよう言っていると解釈し懸念。

　②米・ＥＵ

　　　　ダボス会議「ちゃんとやっていない途上国には関税などで制裁」

→この「ちゃんとやっていない」の判断の道具にセクター別アプローチが利用されるのでは？
　③ＮＧＯ

　　　　「日本はセクター別アプローチを唱える事でＣＡＰをやらないつもりでは？（経産省がＣＡＰをやるという意見をひっくり返そうとしている？）」

　　　　↑Ｇ２０協議で経産省大臣がセクター別の話ばかりでＣＡＰの話をしなかったため、セクター別アプローチをＣＡＰの代替にするつもりなのかもしれないという誤解が生まれた。
第６章　安保理改革と日本

· なぜ日本は常任理事国入りすべきなのか？

1 国連に20％近くの財政貢献をしているのに国連で最も重要な意思決定機関に関与できないのはおかしい

2 紛争後の平和構築については日本が大きく貢献できる。（武力行使は無理）

 　安保理の議論の約７割はアフリカの問題。

· 安保理改革の流れ

安保理改革は国連設置直後から議論されていた

米国は1970年代から日本の常任理事国入りを支持

1993年  最初のチャンス！国連の場で真剣に議論される　　

この時点では安保理改革＝「日独の常任理事国入り」の問題

しかし、日本が積極的でなかった。

日本はこの時期、連立内閣（社会党中心）→９条により自ら武力行使できないのに多国籍軍などの武力行使容認をする資格はない、という考え（現在では議論されず）

1993年以降　「安保理改革＝日独」の構図が崩壊

　　　アジア・アフリカなどでの独立による加盟国増加→先進国重視の改革に反発

　　　日独＋途上国とすべき！

　　　→以後、「日独だけでなく、途上国を何カ国常任理事国にするか」が改革の論点に

1995年頃　　安保理の理事国数「15」→「21」　案

常任理事国　５＋５（日独、アジア・アフリカ・中南米からそれぞれ一カ国）
非常任理事国　10＋１（東欧のため）
アメリカ（オルブライト国務長官）：反発（根回しが大変）→日本、説得成功

途上国：反応が悪い　「総論賛成、各論反対」

　　　　　自分の国が選ばれない→あの国が選ばれるなら改革反対（例：印パ、伊独）

　　　　　非常任理事国が増えないなら自分たちは関係ない

（実際には、印・ブラジル・ナイジェリアなど非常任理事国の常連が常任理事国になれば、非常任理事国になる可能性は増えるのだが…）

1997年　「24」（非常任理事国を＋３）が全体の相場観
アメリカは反発

国連総会議長ラザリ・イスマイルがこの内容の安保理改革案を突然提出（ラザリ案）
→根回しをしていなかったため各国反発

→根回しの重要性を認識。以後日独は米英仏と連携

· 拒否権の問題

　　安保理が機能しないのはサイズよりも拒否権が問題だが、既得権益を奪うのは難しい。

　　新しい常任理事国の拒否権は？

　　　　日本「交渉の最終段階で判断」

　　　　ドイツ「英仏にひけをとりたくない」→拒否権に固執

　　　　アフリカ「拒否権そのものを廃止or全員に拒否権付与」
· 国の選別の問題

　　選挙で３分の２の支持がいる

　　AU「アフリカ諸国でローテーション」

現時点では、サイズは「24」が相場観・新常任理事国の拒否権についてはコンセンサスなし

1998年　印パの核実験　　→台無しに！！

インドはアジアからの新常任理事国として最有力だが、核不拡散に逆行するインドを入れたくはない。米議会「インドの不拡散体制へのコミットを資格にすべき」

1998年秋　コーヒークラブの画策

　　　→安保理改革に関する決議はすべて国連全加盟国の３分の２の賛成が必要になってしまう

安保理改革の段階は、

1 枠組み決議案　②選挙　③国連憲章改正

①については重要事項に当たらないとして過半数可決にしようとしていた⇒大きな障害に

2000年　米国が「21より多い数を検討する」との立場に転じる

→財政改革の問題があったから。シーリングを25％→22％に下げたかった

⇔日本は多額の分担金を支払っているが常任理事国に入れず、フラストレーションが高まっている→日本のコンセンサスを得るために譲歩

各国の分担金の割合には上限が定められており、超えた部分は分担する必要がないという分担率の上限（＝シーリング）が設定されている。当時のシーリングは25％であったので、米国の通常分担率はこの水準であったが、米国議会が分担金の予算を承認せず、多額の滞納金を抱えていた。米国議会は2000年の国連の分担率見直しでシーリングを22％にすれば滞納金を払うと約束、結果的にシーリングは22％に。

2003年　イラク情勢をめぐり安保理が分裂→安保理改革の機運高まる

2004年　G４（日・独・印・ブラジル）で連携　　（小泉首相）

意見①印・ブラジルとの連携は例がない

→日本として認識はあった。連携自体は新しい話ではない

意見②なぜアメリカと連携しなかったのか

→正しくは「できなかった」（ブッシュ政権の国連政策がまだ確立していなかった）

G４案が現実味を帯びてくる！が…

結局G４案は採択に付されることはなく、安保理改革についての決定はなされなかった。

2005年　中国：靖国問題を騒ぎ立て（11ページ参照）、アフリカへの根回しも

　　　　　　アメリカ：安保理改革に対する考え方をまとめる→「21」からも後退

※米中とも拒否権を持ってはいるが、拒否権が問題となるのは「国連憲章改正」の段階であり、そこまで進んだ時点で拒否権を発動するのは政治的に困難。そのため、事態が進む前にG４案を潰そうとした。

失敗した一番の理由は、アフリカの支持を得られなかったこと。

（アフリカはAUとして一致した判断をとる→５３が同じ投票行動）

G４案：「アフリカの常任理事国の枠は２とする」　　　←かなりアフリカに配慮

それでも反対したのは、

1 非常任枠も２にしたい

2 拒否権に固執

（独・印は改革実現のために妥協→「新常任理事国への拒否権付与の15年凍結」）

· チャンスはなかったのか？→アフリカがAUでの意思決定をとる前に勝負をかければよかった？
· ８〜９割成功するシナリオなどない。２〜３割あれば勝負すべき
⇔失敗するとマスコミに叩かれるためやりづらい

韓国　＜教科書外＞
戦後処理で、（８ページ参照）

台湾・千島：“分離”だけ。帰属の規定なし

朝鮮半島：独立を承認

日本は、南とは独立国として付き合うが、北とは外交関係を樹立していない。

■韓国との外交関係樹立

樹立したのは1965年だが、交渉は52年からはじまっていた。（13年もかかった）

→なぜそんなにかかったのか？

・1910年韓国併合の法的な捉え方（後述）

・過去の清算（後述）

・李承晩ライン
漁船の立ち入り禁止線（竹島を韓国領土として基線をひく）を韓国が一方的に宣言

→1965年まで撤回せず

サンフランシスコ平和条約で竹島が日本からの分離地域のリストに入っていないことへの抗議。（韓国は締約国ではないから文句がつけられなかった）

・久保田発言→失言連発、しかも撤回せず→交渉４年遅れる

→なぜ国交正常化できたのか？

60年　李承晩失脚→朴正煕時代

工業化・経済発展推進のため（日本の資金を得たい）

①日韓基本条約

１条　外交関係の設定

※因みに・・・外交関係の樹立に必ずしも条約は必要ない。
たとえば、日中共同声明は国際法でいう条約・国際約束ではない。日本も殆どの国に対しそのような文書はなく、あわせて戦後処理を行う国において条約があるだけ。

２条　韓国併合に関する条約・協定はすべて無効

　　　「1910年8月22日以前に大日本帝国と大韓帝国との間で締結されたすべての条約および協定は、もはや無効であることが確認される。」

・韓国併合で大韓帝国は消滅しており、大韓民国との連続性はない。よって、法的には大韓帝国について言及すること自体妙。ただし、韓国が固執しており、日本としても問題はない（＝大韓民国として独立した時点で全て無効、という意味）ので盛り込んだ。

・「もはや無効」→同床異夢

　　韓国：もともと韓国併合条約は無効だった。それを確認したい

　　日本：韓国併合が無効、とはできない（歴史を書き換えるのは無理）

３条　「大韓民国政府は、国際連合総会決議第195号に明らかに示されているとおりの朝鮮にある唯一の合法的な政府であることが確認される。」

・国連総会決議第195条

　　　　韓国が実効支配している朝鮮半島の南半分の唯一の正当政府である。

　朝鮮半島において選挙によって選ばれた民主政府が韓国である。

・３条も同床異夢

韓国：韓国が朝鮮半島の唯一の正当政府だと確認したい

日本：それを確認してしまうと、北朝鮮と永遠に国交を結べない

※日本が北朝鮮と話し合いができるようになったのは90年頃からだが、これは韓国が北朝鮮と南北会議をはじめたから。80年代までは、日本─北朝鮮間の話し合いは、韓国にとって、政治的に許しがたい上に「韓国が朝鮮半島の唯一の正当政府」とする韓国の憲法にも反する。

②日韓請求権協定

・・・請求権の問題の解決および韓国への経済支援について規定

・韓国は分離地域なので、本来韓国とは賠償請求権が成立しないが、韓国は日本に併合されていたという歴史を塗り替えたいため請求権にこだわった。

⇔日本としては法的には認められない

③在日韓国人法的地位協定

・在日韓国人は日本国籍をもっていたが、49年の独立で失った。日本に残りたい人の法的地位をどうするか

・１世、２世→永住権　　３世→将来協議する

④日韓漁業協定

・・・竹島については継続協議とし、漁業についてのみ設定

　　（竹島は漁業関係に大きく影響するが、問題の解決を待っていたら国交正常化は無理）

■竹島問題

・1905年　日本が竹島を島根県に編入

　　　　　　　※島の領有→「先占の法理」が現在の国際法の通説

・1905年は日露戦争、日韓協約などの時期

　→韓国「竹島編入は1910年の韓国併合のプロセスの１つ。竹島問題は歴史問題」

・韓国→「発見の法理」も用いる（実行支配の証拠が乏しいため。ただし、この「発見」についても文献からはっきりとは読み取れない）

■過去の精算＜細かい内容までは出さないらしい＞

盧泰愚「いくらもめていてもキリがないので、

①３世問題　②サハリンの拘留者　③在韓被爆者　　の３つが解決したらもう触れない」

①３世問題

・３世以降も特別永住者として認める。日本国籍は持っていない。

　　（日本国籍をとることは可能。彼らが取らないのは感情的な問題＜日本人になるのは…＞）

・指紋押捺問題…在日外国人

　日本人との差別化に反発→結局廃止
②サハリンの拘留者

・サハリンに残った日本国籍を失った韓国人

・支援、露─韓間の潤滑油を行う

　　※本来は露─韓間で協議すべきだが、当時国交関係がなかった
③在韓被爆者…治療費の問題
・理屈的には、日韓請求権協定により当該者─韓国間で行うべき

・人道的見地から見舞い金を支払う

↓

解決したが…

従軍慰安婦の問題が浮上

・これも理屈的には日韓請求権協定で放棄

・政府として認識は示す（1993年　強制性の認識・謝罪）

・見舞金は民間募金ベース（アジア助成基金）　　←政府がやると日韓請求権協定にそぐわない

■現状

基本的には日韓関係はよくなってきている。

ただし、2005年の島根県の竹島条例で悪化

第２章　北朝鮮問題の鍵

授業では教科書の内容の一部を重点的に話していて、軽く触れる程度または全く触れない部分が結構ありました。判断に困ったので、それらの部分については小さい文字でまとめておきます。

根本は北朝鮮の核問題

核は、抑止力として途上国がより持ちたがる。通常兵器にはお金がかかり、先進国に勝てない

■瀬戸際外交＜細かいところは出なさそう＞
・核問題

1950年代～　米国の軍事力に対抗するため核開発、ソ連に技術者派遣

ＩＡＥＡ、ＮＰＴに加盟/1991年「南北非核化共同宣言」⇔裏で核開発

1993年　ＮＰＴ脱退（同年に撤回）

・ミサイル問題

1970年代～　中国・エジプトから技術導入

1990年代初頭　スカッドミサイルの量産体制確立

1993年　国産のノドンミサイルの実験

1994年　使用済み核燃料棒取り出し開始

→北朝鮮はこれらを外交交渉の切り札として使おうとした。（瀬戸際外交）

1994年　カーター元大統領訪朝　　

　　　　　　→「合意された枠組み」署名

北朝鮮の核放棄の見返りとして軽水炉による原子力エネルギー供与の枠組みとしての、朝鮮半島エネルギー開発機構（ＫＥＤＯ）設立

■国際社会との関係

1998年　朝鮮半島情勢悪化

テポドンミサイルの発射実験　→日本の上空を飛び、日本で反発

⇔国際社会は冷めた反応
ミサイル実験を禁じる条約などはない
問題があったとすれば事前通告をしなかったことであり、これは安保理で議論するテーマではない。

北朝鮮は人工衛星の発射実験として発表したが、「この『人工衛星』の発射実験が平和目的であるかどうかは（日本などの）敵対勢力の態度次第である。彼らには、次回からも事前通告はしない」と発言

→なんとか議長声明まで漕ぎ着ける

その後北朝鮮をめぐる情勢は緩和したように見えたが…

（米朝対話再開、南北首脳会談、日朝平壌宣言　→ミサイル発射モラトリウム）

2002年　米側から濃縮ウランによる核開発について証拠をもとに問い質され、あっさり認める

（その後は否定）

→重油供給の停止

→北朝鮮は強く反発

黒鉛減速炉の活動再開・ＩＡＥＡ査察官の強制退去

　　　2003年　ＮＰＴ脱退を宣言

→ＩＡＥＡ、北朝鮮の核問題を安保理に報告

2003年　「六者会合」の枠組みが立ちあがる（日・米・韓・中・露・朝）

2005年　

・共同声明→北朝鮮は「すべての核兵器および既存の核計画」の放棄を約束

　　日朝・米朝の国交正常化を目指すべき目標として設定

・米国、マカオに所在する銀行ＢＤＡを「主要な資金洗浄懸念のある金融機関」として指定

→マカオ当局がＢＤＡにある北朝鮮の口座凍結

　　国際金融市場に北朝鮮との取引を手控える動きが広まる

→北朝鮮は「金融制裁」と受け取り、強く反発

・2006年７月　テポドン二号を含む7発のミサイルを発射

⇒1998年に比べ、より強い態度を示す（安保理決議によるミサイル発射の非難、様々な要求）
→これは、

　　　国際社会の安全保障に対する認識が変わったから！！

　　　9.11以降、米国にとって最大の脅威は国家→テロリストに（抑止の論理が働かない）

　　　「ならず者国家」「テロ支援国家」からテロリストへ核兵器やミサイルがわたる恐れ

　　　イラク・イラン・北朝鮮→「悪の枢軸」

・2006年10月　北朝鮮が核実験を行った旨発表

→安保理決議採択

　　　　憲章７章のもとで、憲章第41条（３ページ参照）に基づく制裁を明示
　　　　

※７章は違反性が問えなくても最終的に武力行使まで正当化できる「伝家の宝刀」

　　　　※1998年の印パの核実験で出された安保理決議も7章下ではない。

↑ＮＰＴに加盟していないので国際法違反として問えなかった

（⇔北朝鮮がＮＰＴから脱退したか否かは、適正に脱退手続きが行われたか分からないため法的に疑義がある）

・2007年　六者会合

段階①核施設の活動停止・封印およびＩＡＥＡにおる監視・検証

②すべての核計画についての完全な申告と全ての既存の核施設の無能力化

の見返りとして、①→エネルギー提供　　②→エネルギー支援、人道支援

⇔北朝鮮は、米国が金融制裁を解除することが条件であるとの立場を崩さず、制裁解除や送金の確認などでプロセス停滞

・2007年　日米首脳会談

　⇔テロ支援国家指定の解除には、拉致問題を考慮に入れる

■米のテロ支援国家指定解除

・拉致問題が進展しなければ解除までの45日間で解除ストップは可能

・米が国内法上で世界銀行やＩＭＦの支援を反対しなければならない、というタガが外れるというだけ。解除してもすぐ支援がくることはない

・北朝鮮が拉致の再調査を真剣に行えば日本も経済制裁を一部（3～4％が実態）解除する

　向こうが行動したら日本も行動する

北朝鮮の行動に対してそれに見合った行動を示し、次の一手を引き出す

第８章前半　人間の安全保障
個人に着目→保護だけでなく能力強化も

従来の安全保障→国家安全保障（ウェストファリア条約〜）
　　　　　　　　　　　（各主権国家が国境内の安全を守れば人は安全）

⇔「破綻国家」（自国内全域に対し実行支配できていない）、新たな脅威（感染症、麻薬、テロ）

→従来の安全保障が適用されない
■人間の安全保障の提示～認識
1994年　「人間の安全保障」が国連開発計画（ＵＮＤＰ）により提示される

・なぜこの時期か？

　冷戦終了→途上国への援助激減　「援助疲れ」

　　　　冷戦時代は陣取りのため大量の金が流れた→累積債務問題

　　　　援助額が減ると累積債務が返せない

　宗教・民族の矛盾が噴出→紛争激化

· なぜUNDP（→援助機関）か？

新たな脅威への対応を呼びかけるため。

2001年　9.11同時多発テロ事件

　　　　　　　　破綻国家がテロの温床→アフリカへの国際社会の関心深まる

※日本→「人間の安全保障」に積極的（日本の外交・経済協力の考え方と合致）

■「人間の安全保障委員会」

2000年　国連ミレニアム総会の報告

アナン事務総長→「貧困からの脅威」「恐怖からの脅威」

→日本、「人間の安全保障委員会」発足を呼びかける

· 提示する付加価値

→問題の包括性を示す

例：アフガニスタン

GNPの半分以上が麻薬関係により稼ぎだされている。ケシ栽培は現地の地方勢力の資金源であるため、ケシ栽培を取り締まるとテロ掃討作戦（地方勢力の助けが必要）が上手くいかない、というジレンマがある。またケシ栽培を取り締まった後の代替案があるわけではない。

→麻薬、テロ、開発は独立でなくあわせて考える必要がある！

■「保護する責任」

カナダ：日本とともに「人間の安全保障」を外交政策の中心に据える

→「保護する責任」という概念をその中心に置き、いわゆる「人道的介入」の問題を「人間の安全保障」の中で論じようとする

→「介入と国家主権に関する国際委員会」（ＩＣＩＳＳ）設立

→「人間の安全保障」を口実とした内政干渉の危惧を抱く傾向に拍車をかけることに

※日本は「保護する責任」に消極的なわけではないが、日本政府の立場としては

　　　①人道的介入が正当化されるためには安保理の武力行使容認決議が必要

（これについてはＩＣＩＳＳも基本的立場は同じ）

　　　②「保護する責任」は重要であるが、「人間の安全保障」とは別の文脈で論じるべき

■資金協力

「人間の安全保障基金」

　1999年日本が国連に設置。国連関連の国際機関に対する支援

　国際機関の連携が深まる

　↑包括的な取り組みにしか支援しないから。

（×：学校などの建設　○：井戸を掘る＋技術や管理法を伝える）

「草の根・人間の安全保障無償資金協力」

二国間援助のスキーム。

相手国政府ではなく、ＮＧＯや地方自治体の要請に基づき彼らに直接資金供与可

７月１４日にやるといいながら授業で結局やらなかったところ。出なさそうですね。（笑）余裕があったら！
第３章p59～　尖閣諸島問題の経緯

■尖閣諸島

竹島・北方領土とは異なり日本が領土として有効に支配

石油資源埋蔵の可能性の指摘を契機として1970年以降中国・台湾が領有権を主張

⇔それまではどの国も日本の領有に異議を唱えず

・1895年　清国の支配の及んでいる形跡がないことを確認のうえ、日本の領土に編入

以来、尖閣諸島は一貫して日本の領土

サンフランシスコ平和条約でも日本が放棄した領土には含まれず

・1990年代　中国・台湾が法律・行政院広報で自国領土に含める

　　　　　　　　 →日本が抗議するも、主張を取り下げない

■東シナ海での日中共同開発

・問題の本質：大陸棚についての両国の立場が違う事により、両国の東シナ海における境界画定ができない！（日本→中間線による解決/中国→自然延長論）

・国連海洋法条約→大陸棚の境界画定について、どのような考え方を採用すべきか規定なし

（これまでのＩＣＪ判決を鑑みると、中間線を引いた上でそれに一定の調整をする、というアプローチが多い。

